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特定非営利活動法人 全国就労支援事業者機構 

１ 事業の成果 

協力雇用主開拓や就労支援事業を実施する５０の都道府県就労支援事業者機構に対し、事業推進のため

の指導、助言及び費用助成を行った。 

就労支援対象者に対しては、保証人の得られない者に対する身元保証及び就労自立に係る費用の助成を

行った。 

雇用の受け皿を拡大するため、出所者等の雇用に理解を得るための周知啓発用広報紙・リーフレットを作

成配布するとともに、イベントに参画するなど広報活動を行った。また、経済団体の会員企業に参加者を募

り、対象を拡大した矯正施設等見学会を実施した。 

厚生労働省「刑務所出所者等就労支援事業」を受託して、対象者の雇入れを促進するための「職場体験講

習」「セミナー・事業所見学会」及び「トライアル雇用」の各事業を実施するとともに、就労支援対象者の

多い大都市圏地域において求人開拓を実施した。 

２ 事業の実施に関する事項 

（１）特定非営利活動に係る事業                （事業費の総費用【193,974】千円） 

定款に記
載された
事業名 

事業内容 日時 場所 
従事
者 
人数 

受益 
対象者 
範囲 

受益 
対象者 
人数 

事業費 
（千円） 

地方就労

支援事業

者組織に

よる就労

支援事業

の推進 

協力雇用主による刑務所出所

者等の雇用奨励及び支援に係

る以下の事業 

・協力雇用主に対する給与支払い

の助成等 

・住込み就労の受け入れ助成、刑

務所面接経費助成等 

・支援対象者への作業着、健康診

断料、原付バイク免許取得費用

等給付の助成 

・就労支援セミナー・事業所見学

会及び職場体験講習の企画・実

施 

・協力雇用主の交流・研修・広報

事業の実施 

4 月 1 日 

～  

3 月 31 日 

都道府県就

労支援事業

者機構の各

事業所 

280 

刑務所出所

者等の就労

支援対象者 

3,203人 

67,088 

協力雇用主

等 
15,864所 

 

就労支援協議会の開催 

・「東北・北海道」「関東」「中部・

関西」「中国・四国」「九州」の５

ブロックで各１回開催 

30年 10月 

～  
3 1年 1月 

地方別５所

の更生保護

関係機関 

3 

各都道府県

就労支援事

業者機構従

事者等 

180人 2,326 

身元保証

事業 
出所者等支援対象者の円滑な

就労を支援すると同時に雇用

事業主の負担軽減を図ること

を目的とした支援対象者等の

身元保証を実施 
・対象者の申出により身元保証を

行い円滑な就労を支援 

・身元保証を行った者により損失

を被った雇用事業主に対する見

舞金の支給 

4 月 1 日 

～  

3 月 31 日 

全国就労支

援事業者機

構 

2 

刑務所出所

者等の就労

支援対象者 

2,188人 

27,845 

雇用事業主 102所 
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地方組織

活動従事

者顕彰事

業 

都道府県機構等の組織運営、就

労支援事業等に功績のある者

に対する顕彰 

同 上 

全国就労支

援事業者機

構及び都道

府県機構 

2 
就労支援事

業等従事者 
2人 301 

広報啓発 

･ 

研究事業 

関連団体と協働し、再犯防止を

図るための啓発・広報活動事業

を実施 

・商工会団体イベント参画等 

・リーフレット、広報紙の作成及び

配布 

4 月 1 日 

～  

3 月 31 日 

全国就労支

援事業者機

構 

4 一般市民 
不特定 

多数 
4,843 

 矯正施設等見学会の実施 

30 年 9 月 

・ 

31 年 2 月 

東京近郊の

矯正施設等 
5 

全国機構の

正会員（希

望者）他 

60人 539 

 

雇用機会拡大を目的とする会

議等への参画 
・ソーシャルファームジャパンサ

ミットへの参画（参加・助成） 

31 年 2 月 
（開催地） 

大阪 
5 一般市民 

不特定 

多数 
696 

自立支援

事業 
支援対象者への支援・助成 

・公共職業訓練等を受けようとす

る者への旅費の助成 

・訓練を終了した支援対象者が訓

練成果を生かした就労自立に際

し必要な費用の助成 

・資格取得費用の支援 

4 月 1 日 

～  

3 月 31 日 

全国就労支

援事業者機

構 

2 

支援対象者

のうち公共

職業訓練等

の受講終了

者等 

15人 2,974 

刑務所出

所者等就

労支援事

業 

(受託事業) 

協力雇用主等支援 

・雇用に係る周知や情報提供及び

雇用管理に係る助言 

・支援対象者等専用求人の開拓 

・雇用の促進、協力雇用主等に対す

る支援策充実強化を図るための

情報収集 

4 月 2 日 

～  

3 月 29 日 

東京、神奈川、

愛知、大阪、福

岡の各都府県

就労支援事業

者機構 

17 
刑務所出所

者等の就労

支援対象者 

8,470人 62,087 

 
職場体験講習委託費及び職場

体験講習受講援助費の支給 
同 上 

全国就労支

援事業者機

構 

2 

(委託費) 

職場体験講

習委託先事

業所 

14件 800 

(援助費) 

職場体験講

習受講者 

12件 583 

 試行雇用助成金の支給 同 上 
全国就労支

援事業者機

構 

2 
トライアル

雇用実施事

業主 

160件 20,019 

 
セミナー・事業所見学会の実施

に係る諸手続き及び費用の支

給 

同 上 
全国就労支

援事業者機

構 

2 
セミナーの

講師等 
68件 3,873 

（２）その他の事業                      （事業費の総費用【    】千円） 

 特定非営利活動に係る事業以外の事業は実施していない。 


